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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成23年11月平成24年３月平成25年３月平成26年３月平成27年３月平成28年３月

売上高 （千円） 7,231,981 2,845,723 5,624,247 5,275,966 5,118,883 5,207,735

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △48,653 544,714 57,727 59,502 138,631 87,594

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損失

（△)

（千円） △775,965 484,980 15,539 △40,654 42,162 19,051

包括利益 （千円） △777,775 484,961 17,549 △40,654 42,162 19,051

純資産額 （千円） △781,955 △264,646 253,283 189,075 327,584 347,602

総資産額 （千円） 4,576,355 5,073,117 4,665,286 4,302,608 4,248,180 4,056,865

１株当たり純資産額 （円） △135.45 △47.86 24.12 19.75 33.07 34.99

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△)

（円） △129.93 79.48 1.77 △4.37 4.39 1.92

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 76.75 1.77 － － 1.90

自己資本比率 （％） △17.8 △5.8 4.8 4.3 7.7 8.5

自己資本利益率 （％） － － － △19.9 16.5 5.7

株価収益率 （倍） － 2.1 60.5 － 38.5 165.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 49,319 817,772 32,278 164,168 △58,669 148,553

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 443,384 78,845 261,077 △66,631 △118,617 △4,375

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △874,150 24,167 △335,374 △230,454 △106,393 △279,453

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 371,079 1,291,864 1,249,845 1,116,927 833,247 697,971

従業員数
（人）

190 181 161 144 151 155

（外、平均臨時雇用者数） (356) (380) (339) (270) (231) (227)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益又は当期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当

期純損失（△）」としております。

３. 第26期において１株につき100株の株式分割を行っております。第23期の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

４．第23期及び第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額であるため記載しておりません。また、第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第23期及び第24期の自己資本利益率については、債務超過のため記載しておりません。第25期については、期

首において債務超過であるため記載しておりません。
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６．第23期及び第26期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

７．第24期は、決算期変更により平成23年12月１日から平成24年３月31日までの４ヵ月間となっております。

８．従業員数は就業人員数を表示しており、「平均臨時雇用者数」は、１日８時間勤務換算による月平均人員数を

記載しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成23年11月平成24年３月平成25年３月平成26年３月平成27年３月平成28年３月

売上高 （千円） 5,127,655 2,485,996 4,573,739 4,369,004 4,387,755 4,505,567

経常利益 （千円） 98,185 560,957 65,263 88,321 170,013 112,421

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） △1,254,352 430,689 8,581 △50,889 65,032 20,081

資本金 （千円） 329,564 346,706 596,896 596,896 647,711 647,711

発行済株式総数 （株） 63,020 64,340 96,090 9,609,000 10,208,900 10,208,900

純資産額 （千円） △733,776 △270,758 240,213 165,770 327,148 348,196

総資産額 （千円） 4,172,476 4,728,495 4,355,157 4,141,742 4,184,084 4,105,905

１株当たり純資産額 （円） △127.43 △48.86 22.71 17.24 33.02 35.05

１株当たり配当額

（円）

－ － － － － －

（うち１株当たり中間配

当額）
(－) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△)

（円） △210.04 70.59 0.98 △5.47 6.77 2.03

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 68.16 0.98 － － 2.00

自己資本比率 （％） △18.3 △6.3 4.9 3.9 7.8 8.5

自己資本利益率 （％） － － － △27.4 26.7 6.0

株価収益率 （倍） － 2.4 109.5 － 25.0 156.2

配当性向 （％） － － － － － －

従業員数
（人）

158 151 138 130 141 146

（外、平均臨時雇用者数） (231) (319) (283) (217) (188) (183)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第26期において１株につき100株の株式分割を行っております。第23期の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

３．第23期及び第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額であるため記載しておりません。また、第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第23期及び第24期の自己資本利益率については、債務超過のため記載しておりません。第25期については、期

首において債務超過であるため記載しておりません。

５．第23期及び第26期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６．第24期は、決算期変更により平成23年12月１日から平成24年３月31日までの４ヵ月間となっております。

７．従業員数は就業人員数を表示しており、「平均臨時雇用者数」は、１日８時間勤務換算による月平均人員数を

記載しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和55年９月 大阪府藤井寺市において、とらふぐ料理専門店「ふぐ半」を開店。

平成元年５月 奈良県奈良市において、株式会社さかな亭（現　株式会社関門海）を設立（資本金10,000千円）

し、個人営業店２店舗の営業を譲受。

平成５年５月 大阪市中央区に初の大型店舗「いけふぐ亭」（現「玄品ふぐ法善寺の関」）を開店。

平成11年５月 大阪府松原市に関東地区への出店のため㈱阪口フーズを設立。（資本金70,000千円）

平成11年７月 ㈱阪口フーズが、東京都港区に関東地区第１号店、「下関ふぐ新橋店」を開店。

平成11年10月 「美味で健康的な本物のおいしさの追求」を目的とした研究開発活動を開始。

平成13年３月 株式会社関門海に商号を変更。

平成13年５月 ㈱阪口フーズを吸収合併。

平成13年５月 大阪府松原市に研究開発室、セントラルキッチン、物流センターを兼備した本部事務所を開設。

平成14年６月 とらふぐ料理専門店の屋号を「玄品ふぐ」に統一。

平成15年12月 長期低温熟成技術が完成し、とらふぐの保存・輸送への導入を開始。

平成16年３月 「玄品ふぐ」のフランチャイズ加盟店募集を開始。

平成16年11月 東京都中央区にフランチャイズ店舗第１号店、「玄品ふぐ銀座一丁目の関」を開店。

平成16年12月 とらふぐ宅配事業を開始。

平成17年６月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。

平成17年12月 かに料理専門店「玄品以蟹茂」を開店。

平成19年３月 100％子会社となる株式会社カネジ設立。

平成20年４月 大阪市西区北堀江に本店を移転。

平成20年６月 株式会社富士水産を100％子会社化し、国内養殖事業を開始。

平成20年７月 株式会社だいもんを100％子会社化し、回転すし事業を開始。

平成20年７月 株式会社アクト・デリカを100％子会社化し、総菜宅配事業の規模を拡大。

平成20年12月 株式会社アクト・デリカと株式会社カネジは株式会社カネジを存続会社として合併し、商号を株式

会社トドクックに変更。

平成23年４月 「関門自動車道 壇之浦パーキングエリア（下り線）」内の商業施設の運営を開始。

平成23年８月 株式会社富士水産での国内養殖事業から撤退。

平成23年９月 株式会社トドクックの事業の全部を譲渡。

平成23年９月 100％子会社となる株式会社関門福楽館設立。

平成23年10月 100％子会社である株式会社関門福楽館へ、「関門自動車道 壇之浦パーキングエリア（下り線）」

内の商業施設の運営を事業譲渡。

平成24年４月

平成25年10月

平成25年11月

平成26年７月

平成26年９月

平成26年11月

 

平成27年２月

平成27年４月

平成27年９月

平成28年３月

第１次中期経営計画を策定し、収益性向上に着手。

自社セントラルキッチンの生産能力拡大及び安全衛生面の更なる向上のための改装を実施。

芸術家 無汸庵 綿貫宏介総監修による「玄品ふぐ新橋の関」を移転オープン。

回転すし事業からの撤退。

サントリービア＆スピリッツ㈱（現　サントリー酒類株式会社）からの第三者割当増資を実施。

エリアフランチャイズ第一号出店として中国地方初となる「玄品ふぐ廣島八丁掘の関」をオープ

ン。

連結子会社「株式会社富士水産」の清算結了。

第２次中期経営計画（成長計画）を策定し、実行を開始。

甲信越地方初のエリアフランチャイズとして「玄品ふぐ山梨甲府の関」をオープン。

株式会社関門福楽館が運営する、「関門自動車道 壇之浦パーキングエリア（下り線）」内の商業

施設の契約期間満了により運営終了。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び連結子会社２社で構成されており、主に食材に関連する技術開発及び調達力の強化によ

り、品質面及び安全面において差別化された食材をより低価格で提供することを競争力として、主力事業であるとら

ふぐ料理専門店「玄品ふぐ」、かに料理専門店「玄品以蟹茂」、「ふぐ・かに専門　玄品」の店舗展開を行っており

ます。また、上記に該当しない事業として、暖簾分け店舗や業務提携先への食材販売等の事業を行っております。

 

 

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有割合 関係内容

（連結子会社）

株式会社関門福楽館

（注）２.３

大阪市西区 30百万円 事業停止中 100.0％

役員の兼任２名

商品の販売

資金の貸付

（連結子会社）

株式会社だいもん

（注）１

神奈川県小田原市 85百万円 事業停止中 100.0％

役員の兼任２名

資金の貸付

債務保証

（注）１．特定子会社に該当しております。

２．株式会社関門福楽館は、壇之浦パーキングエリア内の商業施設を運営しておりましたが、契約期間満了の

ため平成28年３月31日をもって当該施設の運営を終了しております。

３．株式会社関門福楽館については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　　　710百万円

(2）経常損失　　　　　 18百万円

(3）当期純損失　　　　 27百万円

(4）純資産額　　　　 △16百万円

(5）総資産額　　　　　131百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 155（227）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイトを含む）は、年間の平均人員を

１日８時間勤務換算で（　）内に外数で記載しております。

２．当社グループは、店舗運営事業のみの単一セグメント・単一事業部門であるため、グループ全体での従業員

数を記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

146（183） 39.7 5.01 3,908

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイトを含む）は、年間の平均人員を

１日８時間勤務換算で（　）内に外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、店舗運営事業のみの単一セグメント・単一事業部門であるため、当社全体での従業員数を記載して

おります。

 

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(１)業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による金融政策や経済対策により企業収益や雇用環境に改善がみられ、景

気は緩やかな回復傾向にある反面、新興国経済の減速や年明け以降の急激な円安修正などにより、企業を取り巻く環境は

依然として先行き不透明な状況で推移しております。

 

　外食産業におきましては、雇用環境が改善傾向にある事により、人員不足も深刻化しておりますが、当社においては、

従業員満足度アンケートの分析や、給与等の処遇の見直し、労働環境の改善等、従業員満足度の向上に努めた結果、今後

の店舗運営においても問題の無い状況となっております。

 

このような状況のもと、当連結会計年度は、「玄品ふぐ」事業への原点回帰を柱とした第二次中期経営計画「成長計

画」の達成に向け取り組んでまいりました。引き続き、収益体質の更なる確立を図るべく、接客サービスを中心とした店

舗現場力の強化、新商品開発・徹底した品質の向上等、事業全般の収益力強化を行いました。特に、「徹底した人材育

成」、「徹底した情報発信」、「新商品開発の継続」を３本柱として、社員だけではなくパート・アルバイトを含めた全

従業員を対象として社内のみではなく外部機関も活用した階層別研修の実施、従業員の商品知識や品質管理能力の向上を

図る研修や店舗改善指導の実施、季節ごとの期間限定コースメニューの開発や天然ふぐ、白子などの高付加価値メニュー

による価値ある美味しさの追求を行う等、様々な施策を実施してまいりました。

 

主力事業であるとらふぐ料理店「玄品ふぐ」につきましては、主に閑散期の新規顧客の開拓を中心とした法人営業を

はじめ、中国・韓国や東南アジア等、海外からの訪日外国人の大幅増によるインバウンド消費拡大により、売上高は増加

しました。また昨年来好評を得ておりました季節ごとの期間限定メニューである「春霞膳」「夏安居」「秋津膳」「冬安

居」をリニューアルによるグレードアップしての販売や心地良いおもてなしによりリピーターの増加を図りました。その

他にも、毎月19日を「厄除けの日」、29日を「福（ふぐ）の日」とし、ご来店頂いたお客様へお贈りする「厄除けゆび

き」や「福土産」を実施し、お客様がまた来たいと思える店創りに努めました。また、昨年度「玄品ふぐ」エリアＦＣ店

舗の再募集を本格的に再開した結果、全てのエリアにおいてエリアフランチャイザーとの契約が完了し、昨年度の、中国

地方初の「玄品ふぐ　廣島八丁堀の関」に続き、平成27年９月には甲信越地方初の「玄品ふぐ　山梨甲府の関」、平成28

年２月には「玄品ふぐ　名古屋錦本町の関」がオープンし翌期以降の売上高伸長への足固めを行うことができました。

以上の結果、当連結会計年度末における直営店舗数は、小型店舗の見直しをおこなったこと等により前連結会計年度

末から６店舗減少し41店舗（関東地区27店舗、関西地区12店舗、その他２店舗）となり、当連結会計年度の売上高は

3,246百万円（前連結会計年度比1.4％増）となりました。また、フランチャイズ店舗数は、前連結会計年度末から１店舗

増加し42店舗（関東地区17店舗、関西地区25店舗）となり、フランチャイズ事業に関連する当連結会計年度の売上高は、

とらふぐ等の食材販売、ロイヤリティ等により592百万円（同比1.9％増）となり、フランチャイズ店舗における店舗末端

売上高は1,650百万円（同比0.6％減）となっております。

 

「玄品ふぐ」以外のその他の店舗につきましては、連結子会社である株式会社関門福楽館が運営を行っている「壇之

浦パーキングエリア」においては、原点回帰の方針から今後の成長が見込めない為、平成28年３月で契約期間満了により

運営を終了いたしました。一方でとらふぐ以外に、かにも販売しております、ふぐ・かに業態の売上高は好調に推移しま

した。その他の外食店舗の店舗数等は前連結会計年度末から変わらず12店舗、当連結会計年度の売上高は、1,368百万円

（同比2.4％増）となり前連結会計年度を上回りました。

　その結果、直営店舗及びフランチャイズ店舗を合わせた当連結会計年度末における店舗数は前連結会計年度末から５店

舗減少し95店舗となり、当連結会計年度の売上高は5,207百万円（同比1.7％増）、また、繁忙期でのとらふぐ価格の上昇

を見越しあらかじめ安価でとらふぐを一括仕入れすること等により原価率の低減をはかったものの、とらふぐ相場の予想

以上の高騰や新たな季節メニューの上質化による原価率の上昇を吸収しきれなかったこと、販売費及び一般管理費におい

ては、翌期以降のエリアＦＣの拡大に向けたＦＣ加盟開発経費等の増加や営業強化を目的とした部署新設等の本部機能充

実を図ったことによる人件費等の増加等により、営業利益は164百万円（同比18.1％減）、経常利益は87百万円（同比

36.8％減）となりました。特別損失として、当連結会計年度に「玄品ふぐ」及び「壇之浦パーキングエリア」店舗等の閉

鎖に係る店舗閉鎖損失20百万円、不採算店舗の減損損失19百万円等を計上したこと等により、親会社株主に帰属する当期

純利益は19百万円（同比54.8％減）となりました。

　なお、当社グループは店舗運営事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(２)キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、一括購入によるたな卸資産の増加や借

入金の返済による支出及び有形固定資産の取得による支出等による減少要因により、前連結会計年度末に比べて135百万

円減少し、当連結会計年度末には697百万円となりました。

 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は148百万円（前連結会計年度は58百万円の減少）となりました。これは、たな卸資産の

増加41百万円、売上債権の増加17百万円等の資金減少要因はあったものの、減価償却費123百万円、税金等調整前当期純

利益38百万円等の増加要因によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は４百万円（前連結会計年度比96.3％減）となりました。これは、有形固定資産の売却に

よる収入85百万円、差入保証金の回収による収入７百万円等はあったものの、有形固定資産の取得による支出85百万円等

によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は279百万円（前連結会計年度比162.7％増）となりました。これは、長期借入金の返済

による支出228百万円、短期借入金の純減額43百万円等の減少要因によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）収容実績

 
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 
前年同期比

 

地域別
期末店舗数
（店）

客席数
（千席）

来店客数
（千人）

期末店舗増
減数（店）

客席数
（％）

来店客数
（％）

玄品ふぐ 83 1,727 772 △5 97.7 98.2

 直営店舗 41 1,065 515 △6 97.8 99.3

  関東地区 27 758 347 △4 99.3 99.4

  関西地区 12 252 147 － 93.7 99.7

 
 その他地区 2 54 20 △2 97.2 93.6

フランチャイズ店舗 42 661 256 1 97.6 96.1

すし兵衛 － － － － － －

その他 12 229 281 － 100.2 106.9

合計 95 1,957 1,054 △5 97.5 99.1

（注）客席数は、各店舗の座席数に連結会計年度の営業日数を乗じて算出しております。

 

(2）生産実績

該当事項はありません。

 

(3）仕入実績

当社グループは、店舗運営事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の原材料の仕入実績を品目別に記載し

ております。

品目別の名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

前年同期比

（％）

とらふぐ（千円） 723,264 74.4

飲料（千円） 172,398 96.9

その他食材（千円） 519,985 105.6

合計（千円） 1,415,647 86.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(4）販売実績

当社グループは、店舗運営事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の販売実績を事業部門別に記載してお

ります。

事業部門別の名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

前年同期比

（％）

とらふぐ料理（千円） 4,036,418 101.1

回転すし（千円） － －

その他（千円） 1,171,317 105.5

合計（千円） 5,207,735 101.7

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　　当社グループにおきましては、今後の成長のために以下の項目を課題として認識しております。

 

(1)主力業態である「玄品ふぐ」の業態競争力の向上

「玄品ふぐ」の店舗運営強化、新商品の開発及び品質の向上、店舗設備改装の継続、新たな閑散期対策、インバウ

ンド需要の取込強化、フランチャイズの全国拡大等により業態競争力の向上を図り、強固な収益基盤を確立してま

いります。

 

(2)収益体質の確立・向上

　当社グループの重視する売上高営業利益率が低い要因としまして、閑散期である夏季の収益性悪化、非効率性等

があげられます。高い利益率へと回復するため、まず、今までとは違う新たな閑散期需要の開拓を行うため、新商

品の開発及び周知の徹底や海外旅行客の取込強化等、夏季顧客の新規獲得に注力いたします。また、ＰＯＳシステ

ムの導入等により、当社各店舗の特性を的確に捉え、効果の高い施策を実施することにより、売上高の増加を図り

つつ、その一方で、本部体制を最適化すること等による本部コストの効率的な使用を徹底することによる適正化等

により収益体質の確立・向上を目指します。

 

(3)財務体質の改善

　当社グループは、依然として財務体質は脆弱な状況にあることから、引き続き原点回帰の事業方針のもと、業績

の改善、在庫の適正化により営業キャッシュ・フローを確保しつつ、借入条件の検討等を行い財務体質の改善を目

指してまいります。

 

４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの将来的な事業展開その他に関し、リスク要因の可能性があると考えている主な事

項を記載しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を確認した上で、その発生の予防、回避及

び発生した場合の早期対応に努める方針であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)とらふぐ料理専門店「玄品ふぐ」について

「玄品ふぐ」は、とらふぐ料理専門店であるため、とらふぐの市場価格の高騰や食の安全性に関する問題等が当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループといたしましては、在庫投資による食材供給に関する安定化、長期低温熟成技術の活用及び検査

体制の整備等により、高品質かつ安全なとらふぐの新たな生産・調達地域を開拓し、単一食材への依存による当

社グループのリスクを管理してまいります。

 

(2)売上高の季節変動について

　当社グループの主力事業である「玄品ふぐ」の店舗売上高は、業態の特性上、冬場である11月から３月に売上

が偏重する傾向にあります。

　当社グループといたしましては、季節ごとの店舗オペレーション・販売促進方法の確立、新たな閑散期の需要

の開拓を目的とした新商品の販売等に注力していく方針であります。

なお、当社グループの平成27年３月期及び平成28年３月期における四半期別の売上高は次のとおりです。

 

（単位：百万円）

区　分
平成27年３月期 平成28年３月期

金額 構成比 金額 構成比

上半期売上高 1,754 34.3％ 1,852 35.6％

 
第１四半期売上高 840 16.4％ 911 17.5％

第２四半期売上高 914 17.9％ 941 18.1％

下半期売上高 3,364 65.7％ 3,354 64.4％

 
第３四半期売上高 1,749 34.2％ 1,729 33.2％

第４四半期売上高 1,614 31.5％ 1,625 31.2％

通期売上高 5,118 100.0％ 5,207 100.0％

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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 （3）減損会計について

　　　当社グループにおいて、今後、店舗業績の不振の要因により、固定資産の減損会計による損失を計上する場合、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 （4）法的規制について

 ⅰ）ふぐ調理師免許制度について

　　　　ふぐの毒に起因する食中毒を未然に防止し、食品の安全性を確保することを目的として、ふぐを事業として取り

扱う場合、都道府県知事へふぐ調理師免許保持者及び事業所の登録が必要となります。

　　　　当社グループにおきましては、ふぐ調理師免許の取得・登録に注力しておりますが、出店地域におけるふぐ調理

師免許保持者が不足した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 ⅱ）食品衛生法について

　　　　当社グループは、飲食店及び食品の製造・販売業者として、食品衛生法の規制を受けております。

　　　　当社グループでは、過去において食中毒等の衛生管理上の問題は発生しておりませんが、万が一何らかの要因で

食中毒等の問題が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 （5）ストック・オプション制度について

　　　　当社グループは、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づくストック・オプションを目的とした新株

予約権の有償発行を行っております。

　　ストック・オプションの行使がなされた場合には、当社グループの株式価値の希薄化による影響を受ける可能性

があります。

 

 （6）借入金の返済について

　　　　当社グループは、１年以内に返済期限が到来する短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の残高が営業活動

によるキャッシュ・フローを大幅に上回る状況となっております。この状況下において、当社グループでは、

キャッシュ・フローを重視した経営改善、取引金融機関との契約条件の協議を推し進め、その結果経営改善により

安定した店舗運営による収益の確保が図れる見通しが立ったことから、取引金融機関から返済期限の延長に関して

一定の理解をいただける状況となっております。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）「玄品ふぐ」フランチャイズシステム加盟契約について

　当社は、「玄品ふぐ」のフランチャイズ展開を行うために、フランチャイズ加盟店とフランチャイズシステム加

盟契約を締結しております。

　契約内容の要旨は、次のとおりであります。

①契約の内容

項目 標準フランチャイズ
今すぐ独立

オーナータイプ

０円スタート

オーナータイプ
社内フランチャイズ エリアフランチャイズ

加盟金 3,000千円

エリアにより

異なる

加盟保証金 1,000千円

契約期間 契約締結日より５年間

ロイヤリティ 店舗により異なる

 

②契約件数

　当連結会計年度末における契約数は全体で107件、うち42店舗は営業を行っております。

 

６【研究開発活動】

　当社グループでは、「美味で健康的な本物のおいしさの追求」を目的とした食材に関連する技術開発が当社グルー

プの中長期的な成長を支える根幹と定め、平成11年10月の研究開発部発足以降、積極的な研究開発投資を実施してお

ります。当連結会計年度における内容は次のとおりであります。

　なお、当社は店舗運営事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(1）旨み向上技術

　とらふぐ、かに、その他様々な食材に関連する旨み向上技術を当社において確立しており、その技術を当社で使用

する食材に利用すること、また、改善を継続することで、競争力を確保しております。

 

(2）長期保存技術

　鮮度を保持したまま、長期間にわたる保存・輸送を可能とする冷凍・解凍・保管等に関連する技術を確立させ、品

質面及びコスト面において更なる改善を実現し、当社で使用する食材へ利用しております。

 

(3）安全性の確保

　食の安全性を自社の検査により確認するため、品質管理室において分析設備を設置し、薬品及び微生物検査をして

います。

 

(4）新商品の開発

　既存ブランドの定着強化を推進するとともに、消費者の視点に立った新商品の開発を行っております。

 

　なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、25百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、重要な会計方針の選択・適用、投資有価証券・固定資産の減

損、たな卸資産の評価、貸倒引当金の計上等の見積りを行っております。これらの見積り、判断及び評価は、過去の

実績や状況等に応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき行っておりますが、見積り特有の様々な不確実要素が内

在しており、将来生じる実際の結果と異なる可能性があります。

 

(2）当連結会計年度の財政状態の分析

　当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して191百万円減少し4,056百万円となりまし

た。これは主に商品及び製品の増加39百万円、無形固定資産の増加30百万円等の増加要因はあったものの、現金及び

預金の減少135百万円、減価償却費及び所有不動産の売却等による有形固定資産の減少134百万円、差入保証金の店舗

閉鎖等による減少22百万円等の減少要因によるものです。

　負債につきましては、前連結会計年度末と比較して211百万円減少し3,709百万円となりました。これは主に借入金

の返済272百万円等の減少要因はあったものの、リース債務の増加67百万円等によるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して20百万円増加し347百万円となりました。これは主に親会社

株主に帰属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加19百万円等によるものであります。

 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度における経営成績につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(1）業績」に記載し

ております。

 

(4）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　

(2）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は153百万円であります。その主なものは、既存店舗の改装・改

修、並びにＰＯＳ販売管理システムの導入等であります。

　なお、当社グループは店舗運営事業の単一セグメントであるため、セグメントの名称は省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

なお、当社グループは店舗運営事業の単一セグメントであるため、セグメントの名称は省略しております。

提出会社

①店舗

平成28年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容
店舗数
（店）

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

その他 合計

玄品ふぐ

（東日本地区直営店舗）
店舗設備 28 332,154 153 32,714 365,022 66(101)

玄品ふぐ

（西日本地区直営店舗）
店舗設備 13 93,880 608 15,053 109,542 30(36)

玄品ふぐ

（フランチャイズ店舗）
店舗設備 42 68,437 － 1,846 70,283 －(－)

その他 店舗設備 12 98,058 61 6,981 105,101 8(20)

（注）１．帳簿価額には、消費税等を含んでおりません。

２．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

３．平成28年３月31日現在の直営店舗の設置状況は、次のとおりです。

東日本地区店舗 西日本地区店舗

都道府県名
店舗数
（店）

客席数
（席）

都道府県名
店舗数
（店）

客席数
（席）

東日本地区 33 2,373 西日本地区 20 973

　北海道 1 40 　三重県 1 46

　東京都 20 1,566 　大阪府 17 887

　神奈川県 5 402 　兵庫県 2 40

　千葉県 3 151    

　埼玉県 4 214  

 

②その他設備

平成28年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

その他 合計

本部事務所
（大阪市西区）

事務所設備 8,566 － 1,266 9,832 21(3)

西日本物流センター
（大阪府松原市）

物流設備
事務所設備

32,792 18,570 27,362 78,725 8(20)

東京本部
（東京都中央区）

事務所設備
物流設備

9,901 10 970 10,881 13(3)

（注）１．西日本物流センターには、セントラルキッチンが含まれております。

２．東京本部には、東日本物流センターが含まれております。

３．帳簿価額には消費税等を含んでおりません。

４．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループは、店舗運営事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(1）重要な設備の新設等（平成28年３月31日現在）

会社名 所在地 設備の内容
総額
(千円)

既支払額
(千円)

資金調達方法 着手 完了
完成後の増加
能力（席）

㈱関門海 未定
 
新店舗設備費用
 

60,000 － 増資資金 未定 未定 未定

(注)１．投資予定金額には、消費税等は含んでおりません。

２．新店舗への設備投資資金につきましては、繁華街立地での「玄品ふぐ」新店１店舗開店への設備投資資金と

して充当する予定です。

 

(2）重要な設備の除却等（平成28年３月31日現在）

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成28年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成28年６月27日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,208,900 10,208,900
東京証券取引所

マザーズ
（注）

計 10,208,900 10,208,900 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100

株であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。
 

（２）【新株予約権等の状況】

会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成27年４月22日取締役会決議

区分
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個） 5,790 5,790

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 579,000（注）１ 579,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 171（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成27年５月９日から

平成35年５月８日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　171

資本組入額　86
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含みます。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、本新

株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整する。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち当該

時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的である株式の数についてのみ行い、調整の結果生じ

る1株未満の端数は切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、上記のほか、本新株予約権の割当日後、本新株予約権の目的となる株式の数の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲で株式の数の調整をすることができる。

なお、上記の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額に、本新

株予約権１個当たりの目的となる株式の数を乗じた金額とする。
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　本新株予約権の行使価額は、本新株予約権発行に係る取締役会決議日の前取引日である平成27年４月21日の

東京証券取引所マザーズにおける普通取引の終値171円とする。

　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満

の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額 ×
1

分割（又は併合）の比率

　また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使に基づく自己株式の譲渡及び株式交換による自己株式の移転の場合を除きます。）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数×1株あたりの払込金額

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額

×
   1株あたりの時価

 既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使

価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものと

する。

 

３．新株予約権の行使の条件

① 割当日から行使期間の終期に至るまでの間に当社が上場する金融商品取引所における当社普通株式の普

通取引の当日を含む直近５取引日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数を除く。た

だし、上記２.に準じて当社により合理的な範囲で適切に調整されるものとする。）が一度でもその時点の

行使価額の50％(ただし、上記２.に準じて当社により合理的な範囲で適切に調整されるものとする。)を下

回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使価額（ただし、上記２.に準じて当社に

より合理的な範囲で適切に調整されるものとする。)で行使期間の終期までに権利行使しなければならない

ものとする。ただし、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合。

（b）当社が法令や当社が上場する金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示してい

なかったことが判明した場合。

（c）当社が上場廃止又は倒産、その他割当日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合。

（d）その他、当社が新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為が生じた場合。

② 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式総数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

③ 各本新株予約権の一部行使はできない。

④ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使はできない。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成22年12月１日～

平成23年11月30日 (注)１
300 63,020 5,504 329,564 5,504 28,449

平成23年12月１日～

平成24年３月31日 (注)１
1,320 64,340 17,141 346,706 17,141 45,591

平成24年５月31日 (注)２ 31,750 96,090 250,190 596,896 250,190 295,781

平成25年10月１日 (注)３ 9,512,910 9,609,000 － 596,896 － 295,781

平成26年９月30日 (注)４ 582,300 10,191,300 49,495 646,391 49,495 345,276

平成26年10月１日～

平成27年３月31日 (注)１
17,600 10,208,900 1,320 647,711 1,320 346,596

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．有償第三者割当　31,750株　発行価格　15,760円　資本組入額　7,880円

　　割当先　ＧＴＲブリックグループホールディングス株式会社

３．株式分割（１：100）によるものであります。

４. 有償第三者割当　582,300株　発行価格　170円　資本組入額　85円

　　割当先　サントリービア＆スピリッツ株式会社（現　サントリー酒類株式会社）

 

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 9 52 12 2 5,789 5,865 －

所有株式数（単元） － 1,446 2,173 51,063 12,542 17 34,843 102,084 500

所有株式数の割合

（％）
－ 1.42 2.13 50.02 12.28 0.02 34.13 100 －

（注）自己株式302,067株は、「個人その他」に3,020単元、「単元未満株式の状況」に67株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社椿台 大阪市中央区高麗橋1-7-7 3,046,600 29.84

サントリー酒類株式会社 東京都港区台場2-3-3 1,476,000 14.46

KGI ASIA　LIMITED-D＆W　

INTERNATIONAL　DEVELOPMENT　LIMITED　

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

FLAT J,2/F KA ON BUILDING 8-14

CONNAUGHT ROAD WEST,HK

（東京都中央区日本橋3-11-1）

1,007,400 9.87

株式会社G・C 東京都新宿区西新宿4-14-7-1307 503,700 4.93

GOLDMAN　SACHS　INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サックス

証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A

2BB U.K.

（東京都港区六本木6-10-1）

150,000 1.47

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 144,600 1.42

関門海福株会 大阪市西区北堀江2-3-3 69,200 0.68

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1-6-1 67,200 0.66

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 54,300 0.53

山口旺子 大阪市中央区 51,950 0.51

山口晴緒 大阪市中央区 51,950 0.51

計 － 6,622,900 64.87

（注）１．当社は自己株式302,067株（所有割合2.96％）を保有しておりますが、大株主の状況には含めておりませ

ん。

２．前事業年度末において主要株主であった株式会社ヤタガラスホールディングスは、当事業年度末現在では主

要株主ではなくなりました。

３. 前事業年度末において主要株主でなかったサントリー酒類株式会社は、当事業年度末現在では主要株主と

なっております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　302,000
－ （注）１

完全議決権株式（その他） 普通株式9,906,400 99,064 （注）１

単元未満株式 普通株式　　　500 － （注）１.２

発行済株式総数 10,208,900 － －

総株主の議決権 － 99,064 －

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式67株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

(自己保有株式）

株式会社関門海
大阪市西区北堀江2-3-3 302,000 － 302,000 2.96

計 － 302,000 － 302,000 2.96

 

（９）【ストック・オプション制度の内容】

　当社は、ストック・オプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、平成27年４月22日開催の当社取締役会に

おいて、取締役会決議されたものであります。

　当該新株予約権の内容は以下のとおりであります。

 

　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく第８回新株予約権

決議年月日 平成27年４月22日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、従業員４名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 579,000株

新株予約権の行使時の払込金額 171円

新株予約権の行使期間 平成27年５月９日から平成35年５月８日まで

新株予約権の行使の条件 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 67 18,492

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 302,067 － 302,067 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社グループは、当社株式を長期保有していただいております株主の皆様への利益還元として積極的に配当を実施

してまいりたいと考えております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、「取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨を定款に定めております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、財務体質の強化を最優先とすることが適切な経営判断であると考え、

十分な内部留保が確保できるまでは無配とさせていただく予定であります。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成23年11月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 71,900 36,950 27,430
15,600

□290
193 353

最低（円） 36,100 14,400 7,200
8,800

□112
134 160

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．第24期は、決算期変更により平成23年12月１日から平成24年３月31日までの４ヵ月間となっております。

３．□印は、株式分割(平成25年10月１日、１株→100株)による権利落後の最高・最低株価を示しております。
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（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 228 268 290 233 275 338

最低（円） 191 200 207 173 179 248

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　７名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

代表取締役

社長
 田中　正 昭和38年３月８日生

平成10年６月　㈱珈琲館入社

平成14年７月　㈱ネクストジャパン（現Ｊトラスト

㈱）専務取締役

平成18年７月　㈱アンビシャス代表取締役

平成19年３月　㈱カネジ（現㈱トドクックへ商号変

更）代表取締役社長

平成20年２月　当社取締役

平成22年２月　当社専務取締役グループ営業本部長

平成23年12月　㈱だいもん代表取締役社長（現任）

平成23年12月　当社代表取締役社長（現任）

平成25年６月　㈱関門福楽館代表取締役社長（現任）

注３ 28,600株

取締役
商品・営業統括

本部長
大村　美智也 昭和41年１月11日生

昭和60年４月　ふぐ半入店

平成元年５月　当社入社

平成16年６月　当社取締役（現任）

平成19年１月　当社商品管理部長

平成20年２月　当社玄品ふぐ事業部長

平成23年９月　㈱関門福楽館取締役（現任）

平成23年12月　㈱だいもん取締役（現任）

平成23年12月　当社営業本部長

平成27年７月　当社商品・営業統括本部長（現任）

注３ 9,900株

取締役
調達物流本部長

兼総料理長
本多　正嗣 昭和31年６月１日生

平成２年９月　ふぐ一開業

平成11年11月　当社入社

平成16年６月　当社監査役

平成18年２月　当社取締役（現任）

平成19年１月　当社商品調達・物流部長

平成23年12月　当社調達物流本部長（現任）

平成26年４月　当社総料理長（現任）

注３ 23,900株

取締役  松下　義行 昭和19年８月28日生

平成９年３月　大阪府警察　東警察署長

平成10年３月　同第一方面本部長

平成11年３月　同刑事部長

平成13年２月　同警視監　大阪府警察退職

平成13年３月　大阪府警察信用組合理事長

平成13年４月　大阪市入札等監視委員会委員長

　　　　　　　同事業見直し委員会委員

平成13年９月　大阪証券取引所上場委員会委員長

平成21年９月　ソーシャル・リスクマネジメント学

会理事（現任）

平成22年４月　非破壊検査㈱顧問（現任）

平成26年１月　関西国際大学学長特別補佐、客員教

授（現任）

平成28年６月　当社取締役（現任）

注３ －株

常勤監査役  阿井　公宗 昭和20年３月22日生

昭和51年10月　コーニング・インターナショナル㈱

入社

平成４年１月　コスモ信用組合入社

平成17年３月　㈱日本設計入社

平成21年６月　㈱アイビーダイワ（現グローバルア

ジアホールディングス㈱）常勤監査

役

平成23年６月　同社非常勤監査役

平成24年２月　当社常勤監査役（現任）

注４ 2,000株

監査役

（非常勤）
 近藤　行弘 昭和32年９月22日生

平成３年４月　弁護士登録

平成７年２月　近藤行弘綜合法律事務所開業

　　　　　　　同事務所代表就任（現任）

平成25年６月　当社監査役（現任）

注５ －株

監査役

（非常勤）
 小田　利昭 昭和33年８月30日生

平成元年10月　公認会計士登録

平成３年９月　税理士登録

平成３年10月　公認会計士小田事務所開業

　　　　　　　同事務所代表就任（現任）

平成15年７月　清稜監査法人代表社員（現任）

平成25年６月　当社監査役（現任）

注５ －株

    計  64,400株

（注）１. 取締役松下義行氏は、社外取締役であります。

２．監査役近藤行弘氏及び小田利昭氏は、社外監査役であります。

３．任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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４．任期は、平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　当社は、大幅な権限委譲により、迅速かつ的確な経営判断や業務執行を行うことができる自立した人材の育成を

行うことが、急速に変化する事業環境の中で、当社が中長期的な成長を実現するための必須条件であると考えてお

ります。

　　このような企業文化において、大幅な権限委譲の中での業務執行を監督し経営の効率性・透明性・健全性・遵法

性の確保を図り、企業価値の継続的な向上と顧客・株主・従業員等当社のステークホルダーを中心とした社会から

の信頼獲得を図ることが、当社におけるコーポレート・ガバナンス確立の目的であると考えております。

 

②企業統治の体制

　　イ．企業統治の体制の概要

　　当社の取締役会は提出日現在、取締役４名（うち社外取締役１名）で構成されており、経営の基本方針、業

務の意思決定及び取締役間の相互牽制による業務執行の監督を行う機関と位置付け運営されております。取締

役会は、定時取締役会が毎月１回開催されるほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営判断の迅速化に

努めております。

　　当社は監査役会制度を採用しており、提出日現在、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されておりま

す。監査役は取締役会をはじめとする会議にも出席し、取締役の業務執行についての監査を行っておりま

す。　また、社外役員と内部監査人及び会計監査人とは、相互に意見及び情報交換を行い相互連携を図ってま

いります。

　　企業統治の体制を図示すると次のとおりであります。

 

　　ロ．当該体制を採用する理由

　　　当社は、社外取締役１名を含む経営管理体制の整備、社外監査役２名を含む監査役会の設置等を通じ、十分

に経営の監視機能が働くと考えているため、前記体制を採用しております。
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　　ハ．内部統制システムの整備の状況

　　　平成20年６月17日開催の取締役会において、内部統制システムの構築に関する基本方針を決議しておりま

す。当該基本方針に基づき、法令の遵守、各種社内規程の整備、内部監査機能の充実、監査の実効性の確保な

どについて、更なる充実を図っております。

　　　具体的には、取締役及び各部長の業務執行の指導・助言を行うことを目的とした会議を定期的に開催するこ

とで、取締役間の相互牽制及びリスクマネジメントを行っております。また、内部情報管理・ディスクロー

ジャー等に係る管理体制の整備を推進するとともに、全社的には、内部情報管理・インサイダー取引等に関す

る研修を実施しております。

　　ニ．リスク管理体制の整備の状況等

　　　当社では、代表取締役が当社におけるリスク管理に関する統括責任者を任命し、各部署担当取締役ととも

に、業務に付随するリスク管理を行っております。各部署においては、内在するリスクの把握・分析・評価を

行ったうえ、業務マニュアルを作成し、リスクマネジメントを行う体制づくりを行っております。

　　ホ．提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　　　当社及び子会社における内部統制の構築を目指し、グループ全体の内部統制部署を定めるとともに、内部統

制に関する協議、情報の共有化、指示、要請の伝達並びに子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当社への

報告が効率的に行われるシステムを含む体制を構築しております。

　　　また、当社子会社に対して、稟議申請書等の管理を行うことでその営業活動及び決裁権限などを把握し、ま

た、一定基準に該当する重要事項については、機関決定前に当社の取締役会等重要な会議での報告を義務と

し、その遂行を承認するなど適切な経営がなされていることを監督する体制を整備しております。

　　へ．責任限定契約の内容の概要

　会社法第427条第１項の規定により、当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役と

の間に、損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨、及び当該契約に基づく責任の限度額は法令

が規定する額とする旨を定款に定めており、責任限定契約を締結しております。

 

③内部監査及び監査役監査の状況

　　当社では、社長直轄の内部監査人（１名）を設置し、監査役及び会計監査人との連携により、計画的な内部監

査を実施することで内部統制を行っております。業務監査は社内規程にもとづき、業務の有効性・妥当性および

法令遵守状況を調査し、会計監査においては会計基準・社内規程の遵守状況を調査することにより、子会社を含

めたコンプライアンスの徹底と業務の改善に繋げております。

　　監査役監査については、常勤監査役が中心となり実施しております。取締役の職務執行状況等について、取締

役会をはじめ重要な会議への出席及び該当部門への聴取を通じて監査を実施しております。

　　また、社外監査役２名は、弁護士、公認会計士及び税理士の資格を有し、専門的見地から取締役の職務の執行

状況等の監査を行う事としております。

　　監査役と会計監査人とのミーティングを適宜開催し、互いに業務の遂行と決算内容を十分確認しております。

また、関係法令の改廃や、新たな事業の開始等の企業経営に影響のある事項が発生する場合には、相互に情報提

供を行うとともに、必要に応じてミーティングを開催しております。

　　さらに、代表取締役と監査役との定例会を開催し、職務執行状況の相互確認を行っております。

 

④社外取締役及び社外監査役

　　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

　　当社は、社外取締役及び社外監査役の選任に際し、当社及び当社子会社から一定の独立性を保つべく配慮してお

りますが、特段、独立性に関する基準又は方針を定めておりません。選任にあたっては、経歴や当社との関係を踏

まえて、当社経営陣からの独立した立場で、社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを

前提に判断しております。

　　また、当社社外取締役及び社外監査役全員と当社又は当社子会社との間で、記載すべき利害関係はありません。

　　社外取締役の松下義行氏は、警察組織での幅広い経験に基づき、当社経営に対して有益な意見や指摘をいただけ

ることを期待して、取締役会等において、必要な意見や問題点等の指摘を行い、社外取締役としてその職務を適切

に遂行していただけるものと判断して選任しております。また、当社との間に特別な利害関係はなく、一般株主と

利益相反が生じるおそれがないと考えられることから、当社独立役員として適任であると考えております。

　　社外監査役の近藤行弘氏は、弁護士としての高い見識と幅広い経験を当社の経営に活かしていただき、法律専門

家としての見地から、社外監査役としてその職務を適切に遂行していただけるものと判断して選任しております。

また、当社との間に特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがないと考えられることから、当

社独立役員として適任であると考えております。

　　社外監査役の小田利昭氏は、公認会計士及び税理士としての高い見識と幅広い経験を当社の経営に活かしていた

だき、財務関連を中心に、社外監査役としてその職務を適切に遂行していただけるものと判断して選任しておりま
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す。また、当社との間に特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがないと考えられることか

ら、当社独立役員として適任であると考えております。

　　社外監査役は、監査役会及び取締役会に出席し必要に応じて意見を述べるとともに、取締役会・監査役会の席上

以外でも、適時、代表取締役等に有益な意見具申を行っております。

　　社外監査役と会計監査人との連携については、「③ 内部監査及び監査役監査の状況」に記載のとおりです。内

部統制においては、内部監査人が内部監査を実施するとともに、監査役のサポート業務を担っております。また、

原則として、月１回内部監査人と監査役の定例ミーティングを開催しております。

 

⑤会計監査の状況

　　会計監査については、監査法人やまぶきと監査契約を締結しており、通常の会計監査を受けるとともに、重要な

会計的課題についても随時相談・検討を実施しております。なお、当社と同監査法人又は業務執行社員との間に

は、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。当事業年度において業務を執行した公認会計士

の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成等については次のとおりであります。

ａ）　業務を執行した公認会計士の氏名

　　・指定社員　業務執行社員：西岡　朋晃

　　・指定社員　業務執行社員：若林　準之助

ｂ）　監査業務に係る補助者の構成

　　・公認会計士他　　　７名

 

⑥役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員数

（名）基本報酬 ストックオプション

　取締役

（社外取締役を除く）
17,815 17,815 － 3

　監査役

（社外監査役を除く）
4,260 4,260 － 1

　社外役員 6,300 6,300 － 3

　(注)　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

　　　　ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載をしておりません。

 

ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　使用人兼務役員の使用人給与の総額は18,551千円、対象となる員数は２名であります。これは、使用人兼

務取締役の使用人部分に対する報酬であります。

 

ニ．役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役報酬限度額は、平成11年１月20日開催の定時株主総会決議に基づく年額200,000千円以内、監査役報

酬限度額は平成16年11月29日開催の臨時株主総会決議に基づく年額30,000千円以内、取締役のストック・オ

プションの報酬限度額は、平成20年２月28日開催の定時株主総会決議に基づく年額60,000千円以内を限度に

当社の事業規模、内容、業績、個々の職務内容や責任などを総合的に考慮して決定しております。

　なお、取締役個々の報酬につきましては、取締役会において決定し、監査役個々の報酬につきましては、

監査役会にて協議の上決定しております。

 

⑦取締役の定数

　　当社の取締役は、15名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧取締役の選任の決議要件

　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
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⑨剰余金の配当等の決定機関

　　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑩株主総会の特別決議要件

　　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

 

⑪株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

イ．取締役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議により免除することができる旨を定款に定め

ております。これは、職務の執行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

ロ．監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であったものを含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議により免除することができる旨を定款に定め

ております。これは、職務の執行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

 

⑫株式の保有状況

　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　１銘柄　4,150千円

 

　ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　　　　　　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 12,500 － 13,650 －

連結子会社 － － － －

計 12,500 － 13,650 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　（前連結会計年度）

 　該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　（前連結会計年度）

 　該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

 　該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、監査

法人やまぶきにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、適切な連結財務諸表等の作成ができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、会計基準等の新設及び変更に関する情報を収集しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 833,247 697,971

売掛金 138,898 157,388

商品及び製品 1,478,913 1,518,181

原材料及び貯蔵品 13,611 16,189

繰延税金資産 56,479 54,679

その他 110,196 111,018

貸倒引当金 △12,315 △9,651

流動資産合計 2,619,031 2,545,777

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 2,475,840 2,154,360

減価償却累計額 △1,750,595 △1,510,570

建物及び構築物（純額） ※１ 725,244 643,790

機械装置及び運搬具 133,115 75,233

減価償却累計額 △111,111 △55,828

機械装置及び運搬具（純額） 22,004 19,404

土地 ※１ 58,485 －

その他 825,326 752,586

減価償却累計額 △746,929 △666,391

その他（純額） 78,396 86,195

有形固定資産合計 884,131 749,390

無形固定資産   

その他 13,633 43,760

無形固定資産合計 13,633 43,760

投資その他の資産   

投資有価証券 4,150 4,150

差入保証金 654,266 631,654

繰延税金資産 51,170 67,282

その他 35,730 28,783

貸倒引当金 △13,933 △13,933

投資その他の資産合計 731,384 717,936

固定資産合計 1,629,148 1,511,087

資産合計 4,248,180 4,056,865
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 126,918 121,546

短期借入金 1,304,021 1,260,584

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 2,038,855 1,837,218

未払金 221,098 206,910

未払法人税等 28,603 43,606

未払消費税等 30,033 47,823

賞与引当金 35,553 32,000

その他 29,992 42,176

流動負債合計 3,815,077 3,591,866

固定負債   

長期借入金 ※１ 46,547 19,490

リース債務 － 54,410

その他 58,972 43,496

固定負債合計 105,519 117,396

負債合計 3,920,596 3,709,263

純資産の部   

株主資本   

資本金 647,711 647,711

資本剰余金 756,708 756,708

利益剰余金 △788,856 △769,804

自己株式 △287,980 △287,998

株主資本合計 327,584 346,617

新株予約権 － 984

純資産合計 327,584 347,602

負債純資産合計 4,248,180 4,056,865
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 5,118,883 5,207,735

売上原価 1,591,199 1,671,385

売上総利益 3,527,684 3,536,350

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 3,326,549 ※１,※２ 3,371,611

営業利益 201,134 164,738

営業外収益   

受取利息 661 149

受取地代家賃 6,800 12,156

受取和解金 － 1,600

受取保険金 574 －

消費税等免除益 10,393 －

その他 1,808 1,036

営業外収益合計 20,237 14,942

営業外費用   

支払利息 69,075 64,329

その他 13,666 27,757

営業外費用合計 82,741 92,086

経常利益 138,631 87,594

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 1,865 －

新株予約権戻入益 5,284 －

特別利益合計 7,150 －

特別損失   

固定資産除却損 － ※４ 12

固定資産売却損 ※５ 1,111 ※５ 9,313

店舗閉鎖損失 ※６ 15,057 ※６ 20,220

減損損失 ※７ 87,557 ※７ 19,174

解約違約金 10,716 －

特別損失合計 114,441 48,720

税金等調整前当期純利益 31,340 38,873

法人税、住民税及び事業税 23,867 34,132

法人税等調整額 △34,690 △14,310

法人税等合計 △10,822 19,821

当期純利益 42,162 19,051

親会社株主に帰属する当期純利益 42,162 19,051
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 42,162 19,051

包括利益 42,162 19,051

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 42,162 19,051

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 596,896 705,893 △831,018 △287,980 183,790

当期変動額      

新株の発行 50,815 50,815   101,631

親会社株主に帰属する当期
純利益

  42,162  42,162

自己株式の取得    － －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 50,815 50,815 42,162 － 143,793

当期末残高 647,711 756,708 △788,856 △287,980 327,584

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 5,284 189,075

当期変動額   

新株の発行  101,631

親会社株主に帰属する当期
純利益

 42,162

自己株式の取得  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△5,284 △5,284

当期変動額合計 △5,284 138,508

当期末残高 － 327,584
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 647,711 756,708 △788,856 △287,980 327,584

当期変動額      

新株の発行     －

親会社株主に帰属する当期
純利益

  19,051  19,051

自己株式の取得    △18 △18

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 19,051 △18 19,033

当期末残高 647,711 756,708 △769,804 △287,998 346,617

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 － 327,584

当期変動額   

新株の発行  －

親会社株主に帰属する当期
純利益

 19,051

自己株式の取得  △18

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

984 984

当期変動額合計 984 20,017

当期末残高 984 347,602
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 31,340 38,873

減価償却費 131,406 123,536

長期前払費用償却額 10,754 10,464

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,977 △2,664

支払利息 69,075 64,329

固定資産売却損益（△は益） △754 9,313

店舗閉鎖損失 7,424 12,269

減損損失 87,557 19,174

売上債権の増減額（△は増加） 26,103 △17,239

たな卸資産の増減額（△は増加） △358,633 △41,846

仕入債務の増減額（△は減少） △4,322 △5,372

未払金の増減額（△は減少） △24,145 △11,478

未払消費税等の増減額（△は減少） 28,934 17,791

未収消費税等の増減額（△は増加） 12,823 －

未収入金の増減額（△は増加） △2,868 555

長期前受収益の増減額（△は減少） △292 －

その他 4,601 17,410

小計 23,980 235,116

利息の受取額 661 149

利息の支払額 △69,305 △63,998

法人税等の支払額 △14,006 △22,713

営業活動によるキャッシュ・フロー △58,669 148,553

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入 6,228 85,333

有形固定資産の取得による支出 △117,772 △85,256

無形固定資産の取得による支出 △9,493 △777

差入保証金の回収による収入 16,490 7,262

差入保証金の差入による支出 △4,673 △712

長期前払費用の取得による支出 △12,596 △4,908

その他 3,200 △5,315

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,617 △4,375

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △48,272 △43,437

長期借入金の返済による支出 △151,732 △228,694

株式の発行による収入 96,552 －

新株予約権の発行による収入 － 984

その他 △2,941 △8,306

財務活動によるキャッシュ・フロー △106,393 △279,453

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △283,680 △135,275

現金及び現金同等物の期首残高 1,116,927 833,247

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 833,247 ※１ 697,971
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数2社

連結子会社の名称

　㈱関門福楽館

　㈱だいもん

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

 

３．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

商品及び製品

主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品

主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～40年

機械装置及び運搬具　　２～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長５年）によっておりま

す。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産

更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

 

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

（5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更し

ております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得

原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加

えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度は、連結財

務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(4)、連結会計基準第44-５項(4)及び事業分離

等会計基準第57-４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用

しております。

　これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（未適用の会計基準等）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

 

(１)概要

　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に

関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る

枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

①(分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

②(分類２)及び(分類３)に係る分類の要件

③(分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④(分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い

⑤(分類４)に係る分類の要件を満たす企業が(分類２)又は(分類３)に該当する場合の取扱い

 

(２)適用予定日

　平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

 

(３)当該会計基準等の適用による影響額

　影響額については、現時点で評価中であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

土地 58,485千円 －千円

建物 16,217 －

計 74,702 －

 

　　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

長期借入金 46,547千円 －千円

１年内返済予定の長期借入金 139,794 －

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

労務費 1,156,672千円 1,207,679千円

地代家賃 672,438 663,489

減価償却費 129,701 121,611

貸倒引当金繰入額 3,522 －

賞与引当金繰入額 35,280 31,842

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

33,726千円 25,933千円

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物 1,729千円 建物及び構築物 －千円

その他 136 その他 －

計 1,865 計 －

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他 －千円 その他 12千円

計 － 計 12
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※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物 1,111千円 建物及び構築物 7,021千円

  その他 2,292

計 1,111 計 9,313

 

※６　店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物除却損 7,144千円 建物及び構築物除却損 6,787千円

原状回復費用 4,260 原状回復費用 5,570

解約違約金 2,766 解約違約金 2,419

その他費用 886 その他費用 5,443

計 15,057 計 20,220

 

※７　減損損失

　前連結会計年度（自　平成26年４月１日至　平成27年３月31日）

　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
 

場所 用途 種類 減損損失（千円）

大阪府１店舗

神奈川県２店舗
店舗

土地 30,433

建物及び構築物 55,834

その他 1,288

合 計 87,557
 
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に直営店舗を基本単位としてグルーピング

を行っております。

　当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、帳簿価額を将来にわたり回収する可能性がないと判

断した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、特別損失に計上しまし

た。なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定価額又はそれに

準ずる方法により算定しています。

 

　当連結会計年度（自　平成27年４月１日至　平成28年３月31日）

　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
 

場所 用途 種類 減損損失（千円）

大阪府１店舗 店舗
建物及び構築物 16,607

その他 2,567

合 計 19,174
 
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に直営店舗を基本単位としてグルーピング

を行っております。

　当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、帳簿価額を将来にわたり回収する可能性がないと判

断した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、特別損失に計上しまし

た。なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定価額又はそれに

準ずる方法により算定しています。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 9,609,000 599,900 － 10,208,900

自己株式     

普通株式 302,000 － － 302,000

（注）普通株式の増加は、平成26年９月30日を払込期限とする第三者割当増資による発行株式数（582,300株）および当

連結会計年度における新株予約権の行使による発行株式数（17,600株）によるものです。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

　(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 10,208,900 － － 10,208,900

自己株式     

普通株式（注） 302,000 67 － 302,067

（注）自己株式の増加は、平成27年７月16日の単元未満株式の買取（67株）によるものです。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成27年ストック・オプ

ションとしての新株予約権
－ － － － － 984

合計 － － － － － 984

 

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

　(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 833,247千円 697,971千円

現金及び現金同等物 833,247 697,971 

 

 ２．重要な非資金取引の内容

　　　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 －千円 70,298千円

 

（リース取引関係）

　　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　主として、外食事業における店舗設備（「工具、器具及び備品」）であります。

　　無形固定資産

　　主として、外食事業における店舗設備（「ソフトウエア」）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 「３．会計方針に関する事項（２）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については金融機関からの借入、

または新株発行による方針であります。デリバティブは、外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的に

利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金及び出店等に伴う差入保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を

随時把握する体制としております。

　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式のみを保有する方針であり、市場価格の

変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行会社の財政状態等の把握のため

の情報収集に努めております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達を行う方針であり

ます。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されているため、主に固定金利により資金調達を行う方針で

あります。

　デリバティブ取引の実行及び管理は、「デリバティブ取引内規」に従い、経営支援部が行っており、また、

この内規において取引権限の限度及び取引限度額等について取締役会の決議で決定する旨が明示されており、

当初の予測範囲外のリスクや損失が発生した場合には、経営支援部長が直ちに取締役会に報告することとなっ

ております。

　なお、現在当社グループでは、デリバティブ取引は行っておりません。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計

画を作成する等の方法により管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２．参照）。重要性が乏しいも

のについては省略しております。

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 833,247 833,247 －

(2) 売掛金 138,898 138,898 －

(3) 差入保証金 30,487 28,655 △1,831

　資産計 1,002,633 1,000,801 △1,831

(1) 買掛金 126,918 126,918 －

(2) 短期借入金 1,304,021 1,304,021 －

(3) 未払金 221,098 221,098 －

(4) 長期借入金（※） 2,085,402 2,094,114 8,712

　負債計 3,737,440 3,746,152 8,712

　（※）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
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当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 697,971 697,971 －

(2) 売掛金 157,388 157,388 －

(3) 差入保証金 30,487 29,444 △1,042

　資産計 885,847 884,804 △1,042

(1) 買掛金 121,546 121,546 －

(2) 短期借入金 1,260,584 1,260,584 －

(3) 未払金 206,910 206,910 －

(4) 長期借入金（※） 1,856,708 1,863,441 6,733

　負債計 3,445,749 3,452,483 6,733

　（※）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金並びに(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3)差入保証金

　時価は、将来キャッシュ・フローをリスクフリー・レートに信用スプレッドを上乗せした割引率で割り

引いた現在価値により算定しております。

負　債

(1)買掛金、(2) 短期借入金並びに(3) 未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)長期借入金

　時価は、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 4,150 4,150

差入保証金 623,779 601,167

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上の

表には含めておりません。また、差入保証金のうち、返還予定日が合理的に見積もれず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものについては、「資産(3)差入保証金」には含めておりません。

 

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 833,247 － － －

売掛金 138,898 － － －

差入保証金 － 30,487 － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 697,971 － － －

売掛金 157,388 － － －

差入保証金 10,629 19,857 － －

 

（注）４．借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 1,304,021 － － － － －

長期借入金 2,038,855 7,164 7,164 7,164 7,164 17,891

合計 3,342,876 7,164 7,164 7,164 7,164 17,891

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 1,260,584 － － － － －

長期借入金 1,837,218 4,404 4,404 4,404 4,404 1,874

合計 3,097,802 4,404 4,404 4,404 4,404 1,874
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

　　　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
株式 － － －

合計 － － －

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額4,150千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には記載しておりません。

 

　　　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
株式 － － －

合計 － － －

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額4,150千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には記載しておりません。

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　　　　前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　　　当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

販売費及び一般管理費 －千円 －千円

上記のほか、権利不行使による失効により特別利益の新株予約権戻入益として、前連結会計年度5,284千円を計上し

ております。

２．ストック・オプションに係る当初の資産計上額及び科目名

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

現金及び預金 －千円 984千円
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３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成27年５月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

 

 
当社取締役　３名

当社従業員　４名

ストック・オプションの数（注) 普通株式　579,000株

付与日 平成27年５月８日

権利確定条件
権利確定条件は付されており

ません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定められてお

りません。

権利行使期間
平成27年５月９日から

平成35年５月８日まで

（注）株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成28年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成18年４月

ストック・オプション

平成18年５月

ストック・オプション

平成27年５月

ストック・オプション

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― 579,000

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― 579,000

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 106,300 20,000 ―

権利確定 ― ― 579,000

権利行使 ― ― ―

失効 106,300 20,000 ―

未行使残 ― ― 579,000

（注）平成25年10月１日に１株を100株に株式分割しておりますので、上記株式数は全て株式分割後の株式数

に換算して記載しております。
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②　単価情報

 
平成18年４月

ストック・オプション

平成18年５月

ストック・オプション

平成27年５月

ストック・オプション

権利行使価格

（円）
2,120 2,233 171

行使時平均株価

（円）
― ― ―

公正な評価単価

（付与日）（円）
― ― 170

（注）平成25年10月１日に１株を100株に株式分割しておりますので、株式分割後の価格に換算して記載して

おります。

 

４．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　当連結会計年度(平成28年３月期)において付与された平成27年５月ストック・オプションについての構成は

評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

　　①使用した評価技法　モンテカルロ・シミュレーション

　　②主な基礎数値及び見積方法

 
平成27年５月

ストック・オプション

株価変動性（注１） 46.67％

予想残存期間（注２） ８年

予想配当（注３） －

無リスク利子率（注４） 0.183％

（注）１.平成19年５月から平成27年５月まで（８年間）の株価実績に基づき算定しております。

　　　２.権利行使期間：平成27年５月９日から平成35年５月８日まで。

　　　３.直近の配当実績に基づき０％（０円/株）としております。

　　　４.予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を利用して

おります。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

（繰延税金資産）   

店舗閉鎖に伴う損失 1,487千円 179千円

減価償却超過額 31,068千円 25,194千円

減損損失 43,848千円 17,213千円

繰越欠損金 290,932千円 314,117千円

貸倒引当金 8,701千円 8,015千円

その他 14,460千円 29,345千円

繰延税金資産小計 390,498千円 394,065千円

評価性引当額 △282,848千円 △272,103千円

繰延税金資産合計 107,650千円 121,961千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6% 33.1%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.1% 10.0%

住民税均等割 76.5% 61.1%

評価性引当額の増減 △154.3% △68.8%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 16.8%

その他 △0.4% △1.2%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △34.5% 51.0%

 

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法

人税率等の引下げが行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は、従来の32.3%から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会

計年度に解消が見込まれる一時差異については30.8%に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見

込まれる一時差異については、30.6%となります。

　　なお、変更後の法定実効税率を当連結会計年度で適用した場合の影響は軽微であります。

　　また、欠損金の繰越控除制度が改正されましたが、これによる影響額はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、店舗運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。
 
２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％超であるため、記載を省略しております。
 
　(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。
 
３．主要な顧客ごとの情報

　　連結損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がいないため、記載を省略しております。
 
当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。
 
２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％超であるため、記載を省略しております。
 
　(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。
 
３．主要な顧客ごとの情報

　　連結損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がいないため、記載を省略しております。
 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　当社グループは、店舗運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　当社グループは、店舗運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。
 
当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。
 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1）親会社情報

　　　該当事項はありません。

 

　(2）重要な関連会社の要約財務情報

　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 

１株当たり純資産額 33.07円

１株当たり当期純利益金額 4.39円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 －円

 

 

１株当たり純資産額 34.99円

１株当たり当期純利益金額 1.92円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 1.90円

 

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千

円）
42,162 19,051

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（千円）
42,162 19,051

期中平均株式数（株） 9,604,926 9,906,852

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 142,837

（うち、新株予約権（株）） （－） （142,837）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成18年２月24日定時株主総会決議

ストック・オプション　 126,300株

 

－

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

純資産の部の合計（千円） 327,584 347,602

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － 984

（うち、新株予約権（千円）） （－） （984）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 327,584 346,617

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（株）
9,906,900 9,906,833
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（重要な後発事象）

Ⅰ新株の発行

　平成28年６月22日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式発行を決議し、平成28年７月13日に

発行する予定であります。

１．募集等の方法及び割当株式数

第三者割当の方法により、以下のとおり募集株式を割り当てる。

尾家産業株式会社                         370,000株

Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ株式会社   370,000株

荒井　博氏                               740,000株

荒井　旺子氏                             370,000株

２．発行する株式の種類及び数                 当社普通株式1,850,000株

３．発行価額                                 １株につき270円

４．発行総額                                 499,500,000円

５．発行価額のうち資本へ組入れる額           １株につき135円

６．発行のスケジュール                       払込期日 平成28年７月13日

７．資金の使途                               運転資金、インバウンド戦略資金、新商品開発資金、

アウトバウンド戦略資金

 

Ⅱ新株予約権の発行

　平成28年６月22日開催の当社取締役会において、有償ストック・オプションとして新株予約権を発行すること

を決議し、平成28年７月13日に発行する予定であります。

 

1．新株予約権の名称及び総数

株式会社関門海新株予約権　5,430個

上記新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の総数は、割当予定数であり、割り当てる本新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる本新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数としま

す。

 

2．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの払込金額は、100円とします。なお、当該払込金額は、第三者評価機関である株

式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデ

ルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した公正価格を参考に、決定したものであります。

 

3．新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

①新株予約権の目的となる株式

当社普通株式　543,000株

　なお、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、

本新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整します。但し、かかる調整は、本新株予約権のう

ち当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的である株式の数についてのみ行い、調整の

結果生じる1株未満の端数は切り捨てます。

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

 

　また、上記のほか、下記４．に定める本新株予約権の割当日（以下「割当日」といいます。）後、本新株

予約権の目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲で

株式の数の調整をすることができます。

なお、上記の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

 

②新株予約権１個あたりの目的となる株式の数

　本新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は、100株とします。但し、上記①に定める本新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行うものとします。また、当社が他社と合併す

る場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式の数の調整を必要とする場合には、当社は

合理的な範囲で適切に株式の数の調整を行うことができるものとします。但し、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。
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(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたりの払込金額（以下

「行使価額」といいます。）に、上記(1)②に定める本新株予約権１個あたりの目的となる株式の数を乗じ

た金額とします。

当初の行使価額は、本新株予約権発行にかかる取締役会決議日の前取引日である平成28年６月21日の東京

証券取引所における普通取引の終値292円とします。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げます。

 

調整後行使価額　＝　調整前行使価額 ×
1

分割（又は併合）の比率

 

　また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の行使に基づく自己株式の譲渡及び株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

 

 

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数×1株あたりの払込金額

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額

×
   1株あたりの時価

 既発行株式数＋新規発行株式数

 

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとします。

 

(3) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下「行使期間」といいます。）は、平成28年７月14日から

平成36年７月13日までの期間とします。

 

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とします。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとします。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとします。な

お、かかる内容に加え、被割当者との間で締結する割当契約書において被割当者がその有する本新株予約権

を譲渡、担保提供その他処分することができない旨定めることを予定しております。

 

(6) 新株予約権の行使条件

①割当日から行使期間の終期に至るまでの間に当社が上場する金融商品取引所における当社普通株式の普通

取引の当日を含む直近５取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。但し、上記

(2)に準じて当社により合理的な範囲で適切に調整されるものとする。）が一度でもその時点の行使価額の

50％(但し、上記(2)に準じて当社により合理的な範囲で適切に調整されるものとする。)を下回った場合、

新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使価額（但し、上記(2)に準じて当社により合理的な範

囲で適切に調整されるものとする。)で行使期間の終期までに権利行使しなければならないものとします。

但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではありません。

（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合。

（b）当社が法令や当社が上場する金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示してい

なかったことが判明した場合。
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（c）当社が上場廃止または倒産、その他割当日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合。

（d）その他、当社が新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為が生じた場合。

②本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式総数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

③各本新株予約権の一部行使はできません。

④本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使はできません。

 

4．新株予約権の割当日

　平成28年７月13日

 

5．新株予約権の取得に関する事項

　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会

の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、会社法第273条の規定に従い、当社は、当社

取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができます。

 

6．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株

式移転（以下「組織再編行為」と総称します。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前にお

いて残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、

新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編対象会社」と総称しま

す。）は以下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとしま

す。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整しま

す。調整後の１個未満の端数は切り捨てます。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の同種の株式。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整します。調整後の１株未満の端数は切り上げます。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整します。調整後の１円未満の端数は切り上げます。

(5) 新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金、再編対象会社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権の交

付、新株予約権証券及び行使の条件

組織再編行為に際して決定します。

(6) 新株予約権の譲渡による取得の制限

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要しま

す。

（7）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定します。

 

7．新株予約権に係る新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

 

8．新株予約権と引換えにする金銭の払込期日

平成28年７月13日
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9．申込期日

平成28年７月13日

 

10．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

当社取締役    3名       2,000個

当社従業員   72名       3,430個

合　　　計   75名       5,430個
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,304,021 1,260,584 1.82 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,038,855 1,837,218 1.92 －

１年以内に返済予定のリース債務 1,961 15,184 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 46,547 19,490 1.95 平成29年～平成33年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 54,410 － 平成29年～平成32年

計 3,391,384 3,186,886 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は、以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 4,404 4,404 4,404 4,404

リース債務 15,184 15,184 15,184 8,857

 

【資産除去債務明細表】

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 911,246 1,852,922 3,582,449 5,207,735

税金等調整前四半期純損失金

額（△）又は税金等調整前当

期純利益金額（千円）

△182,896 △379,582 △165,998 38,873

親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）又は親会社

株主に帰属する当期純利益金

額（千円）

△130,925 △266,530 △131,808 19,051

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純

利益金額（円）

△13.22 △26.90 △13.30 1.92

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△13.22 △13.69 13.60 15.23
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 823,543 675,474

売掛金 140,269 150,767

商品及び製品 1,468,391 1,518,181

原材料及び貯蔵品 12,960 16,189

前払費用 62,483 59,152

繰延税金資産 56,479 54,679

未収入金 37,685 87,518

その他 41,118 33,783

貸倒引当金 △14,828 △12,164

流動資産合計 2,628,101 2,583,583

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,096,970 2,049,724

減価償却累計額 △1,404,744 △1,416,670

建物（純額） 692,225 633,054

構築物 105,995 104,636

減価償却累計額 △94,225 △93,899

構築物（純額） 11,770 10,736

機械及び装置 58,294 59,335

減価償却累計額 △36,410 △40,446

機械及び装置（純額） 21,884 18,889

車両運搬具 14,854 15,897

減価償却累計額 △14,733 △15,382

車両運搬具（純額） 120 514

工具、器具及び備品 731,015 752,586

減価償却累計額 △669,372 △666,391

工具、器具及び備品（純額） 61,642 86,195

有形固定資産合計 787,644 749,390

無形固定資産   

特許権 997 840

商標権 3,403 2,808

ソフトウエア 5,637 36,805

その他 3,190 3,190

無形固定資産合計 13,229 43,645

投資その他の資産   

投資有価証券 4,150 4,150

関係会社株式 11,079 －

出資金 395 395

関係会社長期貸付金 336,120 334,800

長期前払費用 19,583 13,912

差入保証金 560,826 538,214

繰延税金資産 51,170 67,282

その他 15,716 14,466

貸倒引当金 △243,933 △243,933

投資その他の資産合計 755,108 729,286

固定資産合計 1,555,982 1,522,322

資産合計 4,184,084 4,105,905
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 81,282 85,258

短期借入金 1,304,021 1,260,584

1年内返済予定の長期借入金 1,824,301 1,678,954

リース債務 1,961 15,184

未払金 188,384 176,335

設備関係未払金 2,897 324

未払費用 6,083 4,715

未払法人税等 28,159 43,133

未払消費税等 27,060 41,553

預り金 9,003 8,932

前受収益 10,213 10,381

賞与引当金 35,000 32,000

関係会社整理損失引当金 89,960 123,891

債務保証損失引当金 188,973 177,754

その他 4,263 799

流動負債合計 3,801,563 3,659,802

固定負債   

リース債務 － 54,410

長期預り保証金 55,372 43,496

固定負債合計 55,372 97,906

負債合計 3,856,935 3,757,709

純資産の部   

株主資本   

資本金 647,711 647,711

資本剰余金   

資本準備金 346,596 346,596

その他資本剰余金 410,111 410,111

資本剰余金合計 756,708 756,708

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △789,291 △769,210

利益剰余金合計 △789,291 △769,210

自己株式 △287,980 △287,998

株主資本合計 327,148 347,211

新株予約権 － 984

純資産合計 327,148 348,196

負債純資産合計 4,184,084 4,105,905
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高   

店舗売上高 3,728,396 3,806,755

フランチャイズ売上高 581,074 592,328

その他の売上高 78,284 106,483

売上高合計 4,387,755 4,505,567

売上原価   

期首たな卸高 976,077 1,468,391

当期仕入高 1,697,059 1,350,643

他勘定受入高 ※１ 7,632 ※１ 5,233

合計 2,680,769 2,824,267

期末たな卸高 1,468,391 1,518,181

売上原価合計 1,212,378 1,306,086

売上総利益 3,175,376 3,199,481

販売費及び一般管理費   

労務費 1,021,738 1,081,043

賞与引当金繰入額 34,726 31,842

地代家賃 519,719 515,493

水道光熱費 196,549 180,767

消耗品費 102,501 107,186

支払手数料 184,098 187,786

減価償却費 120,414 115,361

研究開発費 33,726 25,933

業務委託費 330,607 344,609

貸倒引当金繰入額 3,522 －

その他 407,217 435,698

販売費及び一般管理費合計 2,954,824 3,025,723

営業利益 220,552 173,757

営業外収益   

受取利息 ※６ 1,352 ※６ 506

受取地代家賃 6,800 11,014

経営指導料 ※６ 14,000 ※６ 12,000

受取保険金 574 －

その他 1,280 2,498

営業外収益合計 24,007 26,020

営業外費用   

支払利息 63,773 60,620

貸倒引当金繰入額 1,562 －

その他 9,210 26,735

営業外費用合計 74,545 87,356

経常利益 170,013 112,421
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 1,865 －

貸倒引当金戻入額 11,496 －

新株予約権戻入益 5,284 －

債務保証損失引当金戻入額 － 11,219

特別利益合計 18,646 11,219

特別損失   

固定資産除却損 － ※３ 12

固定資産売却損 － ※４ 2,985

店舗閉鎖損失 ※５ 12,957 ※５ 17,720

減損損失 39,488 19,174

解約違約金 10,716 －

関係会社株式評価損 18,920 11,079

関係会社整理損失引当金繰入額 22,162 33,931

債務保証損失引当金繰入額 30,194 －

特別損失合計 134,440 84,903

税引前当期純利益 54,220 38,737

法人税、住民税及び事業税 24,133 32,966

法人税等調整額 △34,945 △14,310

法人税等合計 △10,811 18,656

当期純利益 65,032 20,081
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 596,896 295,781 410,111 705,893 △854,323 △854,323 △287,980 160,485

当期変動額         

新株の発行 50,815 50,815  50,815    101,631

当期純利益     65,032 65,032  65,032

自己株式の取得       － －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 50,815 50,815 － 50,815 65,032 65,032 － 166,663

当期末残高 647,711 346,596 410,111 756,708 △789,291 △789,291 △287,980 327,148

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 5,284 165,770

当期変動額   

新株の発行  101,631

当期純利益  65,032

自己株式の取得  －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△5,284 △5,284

当期変動額合計 △5,284 161,378

当期末残高 － 327,148
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 647,711 346,596 410,111 756,708 △789,291 △789,291 △287,980 327,148

当期変動額         

新株の発行        －

当期純利益     20,081 20,081  20,081

自己株式の取得       △18 △18

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 20,081 20,081 △18 20,062

当期末残高 647,711 346,596 410,111 756,708 △769,210 △769,210 △287,998 347,211

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 － 327,148

当期変動額   

新株の発行  －

当期純利益  20,081

自己株式の取得  △18

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

984 984

当期変動額合計 984 21,047

当期末残高 984 348,196
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品及び製品

　　主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　原材料及び貯蔵品

　　主に月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　２～20年

　　　構築物　　　　　　　６～40年

　　　工具、器具及び備品　２～15年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長５年）によっております。

 

(3）リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(4）長期前払費用

　　均等償却をしております。

 

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）債務保証損失引当金

　　　関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。

 

（3）賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

 

（4）関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当該損失負担見込額を計上しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更して

おります。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項（４）及び事業分離等会計基準第57-４項

（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる財務諸表に与える影響はありません。
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（貸借対照表関係）

　　１　偶発債務

債務保証

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

㈱だいもん（借入債務） 72,127千円 ㈱だいもん（借入債務） －千円

計 72,127 計 －

 

（損益計算書関係）

※１　他勘定受入高の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

販売費及び一般管理費の交際費他 7,632千円 5,233千円

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物 1,695千円 ──────────

構築物 33   

工具、器具及び備品 136   

計 1,865   

 

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

────────── 工具、器具及び備品 12千円

  計 12

 

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

────────── 建物 2,926千円

  工具、器具及び備品 59

  計 2,985

 

※５　店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 原状回復費用 4,260千円  原状回復費用 5,570千円

 解約違約金 666  解約違約金 2,419

建物除却損 6,952 建物除却損 6,701

 構築物除却損 191  構築物除却損 86

工具、器具及び備品除却損 280 工具、器具及び備品除却損 88

その他費用 606 その他費用 2,854

計 12,957 計 17,720
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※６　各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

受取利息 697千円 受取利息 362千円

経営指導料 14,000 経営指導料 12,000

 

（有価証券関係）

　子会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額はありません。前事業年度の貸借対照表計上額は11,079千円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度

（平成27年３月31日）

当事業年度

（平成28年３月31日）

（繰延税金資産）   

関係会社株式評価損 126,349千円 121,029千円

減価償却超過額 44,092千円 25,194千円

貸倒引当金 85,650千円 79,656千円

繰越欠損金 109,097千円 84,697千円

債務保証損失引当金 62,550千円 54,769千円

関係会社整理損失引当金 29,061千円 38,173千円

その他 15,322千円 46,395千円

繰延税金資産小計 472,124千円 449,915千円

評価性引当額 △364,473千円 △327,954千円

繰延税金資産合計 107,650千円 121,961千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）

当事業年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6% 33.1%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6% 10.1%

住民税均等割 42.9% 58.3%

評価性引当額の増減 △102.2% △69.7%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 16.8%

その他 △0.8% △0.4%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △19.9% 48.2%

 

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立され、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税

率等の引下げが行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は、従来の32.3%から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消

が見込まれる一時差異については30.8%に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

については、30.6%となります。

　　なお、変更後の法定実効税率を当事業年度で適用した場合の影響は軽微であります。

　　また、欠損金の繰越控除制度が改正されましたが、これによる影響額はありません。
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（重要な後発事象）

Ⅰ新株の発行

　平成28年６月22日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式発行を決議し、平成28年７月13日に

発行する予定であります。

１．募集等の方法及び割当株式数

第三者割当の方法により、以下のとおり募集株式を割り当てる。

尾家産業株式会社                         370,000株

Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ株式会社   370,000株

荒井　博氏                               740,000株

荒井　旺子氏                             370,000株

２．発行する株式の種類及び数                 当社普通株式1,850,000株

３．発行価額                                 １株につき270円

４．発行総額                                 499,500,000円

５．発行価額のうち資本へ組入れる額           １株につき135円

６．発行のスケジュール                       払込期日 平成28年７月13日

７．資金の使途                               運転資金、インバウンド戦略資金、新商品開発資金、

アウトバウンド戦略資金

 

Ⅱ新株予約権の発行

　平成28年６月22日開催の当社取締役会において、有償ストック・オプションとして新株予約権を発行すること

を決議し、平成28年７月13日に発行する予定であります。

 

1．新株予約権の名称及び総数

株式会社関門海新株予約権　5,430個

上記新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の総数は、割当予定数であり、割り当てる本新株

予約権の総数が減少したときは、割り当てる本新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数としま

す。

 

2．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの払込金額は、100円とします。なお、当該払込金額は、第三者評価機関である株

式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデ

ルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した公正価格を参考に、決定したものであります。

 

3．新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

①新株予約権の目的となる株式

当社普通株式　543,000株

　なお、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、

本新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整します。但し、かかる調整は、本新株予約権のう

ち当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的である株式の数についてのみ行い、調整の

結果生じる1株未満の端数は切り捨てます。

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

 

　また、上記のほか、下記４．に定める本新株予約権の割当日（以下「割当日」といいます。）後、本新株

予約権の目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲で

株式の数の調整をすることができます。

なお、上記の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

 

②新株予約権１個あたりの目的となる株式の数

　本新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は、100株とします。但し、上記①に定める本新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行うものとします。また、当社が他社と合併す

る場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式の数の調整を必要とする場合には、当社は

合理的な範囲で適切に株式の数の調整を行うことができるものとします。但し、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。
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(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたりの払込金額（以下

「行使価額」といいます。）に、上記(1)②に定める本新株予約権１個あたりの目的となる株式の数を乗じ

た金額とします。

当初の行使価額は、本新株予約権発行にかかる取締役会決議日の前取引日である平成28年６月21日の東京

証券取引所における普通取引の終値292円とします。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げます。

 

調整後行使価額　＝　調整前行使価額 ×
1

分割（又は併合）の比率

 

　また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の行使に基づく自己株式の譲渡及び株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

 

 

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数×1株あたりの払込金額

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額

×
   1株あたりの時価

 既発行株式数＋新規発行株式数

 

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとします。

 

(3) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下「行使期間」といいます。）は、平成28年７月14日から

平成36年７月13日までの期間とします。

 

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とします。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとします。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとします。な

お、かかる内容に加え、被割当者との間で締結する割当契約書において被割当者がその有する本新株予約権

を譲渡、担保提供その他処分することができない旨定めることを予定しております。

 

(6) 新株予約権の行使条件

①割当日から行使期間の終期に至るまでの間に当社が上場する金融商品取引所における当社普通株式の普通

取引の当日を含む直近５取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。但し、上記

(2)に準じて当社により合理的な範囲で適切に調整されるものとする。）が一度でもその時点の行使価額の

50％(但し、上記(2)に準じて当社により合理的な範囲で適切に調整されるものとする。)を下回った場合、

新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使価額（但し、上記(2)に準じて当社により合理的な範

囲で適切に調整されるものとする。)で行使期間の終期までに権利行使しなければならないものとします。

但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではありません。

（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合。

（b）当社が法令や当社が上場する金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示してい

なかったことが判明した場合。
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（c）当社が上場廃止または倒産、その他割当日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合。

（d）その他、当社が新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為が生じた場合。

②本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式総数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

③各本新株予約権の一部行使はできません。

④本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使はできません。

 

4．新株予約権の割当日

　平成28年７月13日

 

5．新株予約権の取得に関する事項

　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会

の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、会社法第273条の規定に従い、当社は、当社

取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができます。

 

6．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株

式移転（以下「組織再編行為」と総称します。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前にお

いて残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、

新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編対象会社」と総称しま

す。）は以下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとしま

す。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整しま

す。調整後の１個未満の端数は切り捨てます。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の同種の株式。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整します。調整後の１株未満の端数は切り上げます。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整します。調整後の１円未満の端数は切り上げます。

(5) 新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金、再編対象会社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権の交

付、新株予約権証券及び行使の条件

組織再編行為に際して決定します。

(6) 新株予約権の譲渡による取得の制限

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要しま

す。

（7）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定します。

 

7．新株予約権に係る新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

 

8．新株予約権と引換えにする金銭の払込期日

平成28年７月13日
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9．申込期日

平成28年７月13日

 

10．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

当社取締役    3名       2,000個

当社従業員   72名       3,430個

合　　　計   75名       5,430個
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償却
累計額又は償却

累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

 有形固定資産        

建物 2,096,970 62,555
109,801

（16,528）
2,049,724 1,416,670 81,261 633,054

構築物 105,995 2,225
3,584

（78）
104,636 93,899 2,891 10,736

機械及び装置 58,294 1,041 － 59,335 40,446 4,035 18,889

車両運搬具 14,854 1,043 － 15,897 15,382 648 514

工具、器具及び備品 731,015 50,475
28,905

（1,866）
752,586 666,391 23,282 86,195

有形固定資産計 3,007,131 117,340
142,290

（18,474）
2,982,180 2,232,790 112,120 749,390

 無形固定資産        

特許権 1,323 － － 1,323 482 156 840

商標権 6,358 －
－

 
6,358 3,549 595 2,808

ソフトウェア 149,925 36,283
700

（700）
185,508 148,702 4,414 36,805

その他 3,190 － － 3,190 － － 3,190

無形固定資産計 160,797 36,283
700

（700）
196,380 152,735 5,166 43,645

 長期前払費用 19,583 7,686 2,849 24,420 － 10,508 13,912

 繰延資産 － － － － － － －

（注）１．「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加及び減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

建　　　　物  

増加

「 玄 品 ふ ぐ 」 店 舗 の 改 装 59,625

工具、器具及び備品 POS 販 売 管 理 シ ス テ ム 導 入 34,792

ソフトウェア  POS 販 売 管 理 シ ス テ ム 導 入 35,505

建　　　　物
減少

「 玄 品 ふ ぐ 」 店 舗 の 閉 店 24,854

建　　　　物 「 玄 品 ふ ぐ 」 店 舗 の 売 却 68,417

 

【引当金明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 当期首残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

貸倒引当金 258,762 - 2,428 236 256,097

賞与引当金 35,000 32,000 35,000 - 32,000

債務保証損失引当金 188,973 - - 11,219 177,754

関係会社整理損失引

当金
89,960 33,931 - - 123,891

（注）１.貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、債権回収による戻入額であります。

２.債務保証損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、被保証先の債務返済に伴う引当金取崩額で

あります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　　　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日（注） ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、電子公告によることができな

い事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行

う。

なお、電子公告は下記の当社ホームページに掲載しております。

（ホームページアドレス　http://www.kanmonkai.co.jp/）

株主に対する特典

株主優待制度

１　贈呈内容及び基準

　　所有株式数　100株以上300株未満

1,000円（税抜）相当額のご優待券１枚を年２回

所有株式数　300株以上600株未満

3,980円（税抜）相当額のご優待券１枚を年２回

所有株式数　600株以上1,000株未満

3,980円（税抜）相当額のご優待券２枚を年２回

所有株式数　1,000株以上

3,980円（税抜）相当額のご優待券３枚を年２回

２　対象となる株主様

　　毎年３月末日、９月末日現在の株主名簿に記載または記録された株主様

を対象といたします。

（注）当社は、基準日後定時株主総会までに発行または処分された株式を取得した者に対して、会社法第124条第４項の

規定に基づき議決権を付与することができることとしております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第27期）（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月23日近畿財務局長に提出
 

(2）内部統制報告書及びその添付書類
平成27年６月23日近畿財務局長に提出
 

(3）四半期報告書及び確認書
（第28期第１四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月12日近畿財務局長に提出
（第28期第２四半期）（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）平成27年11月13日近畿財務局長に提出
（第28期第３四半期）（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）平成28年２月12日近畿財務局長に提出
 

(4）臨時報告書
　　平成27年６月24日近畿財務局長に提出
　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書であります。
　　平成28年２月５日近畿財務局長に提出
　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。
　　平成28年６月22日近畿財務局長に提出
　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。
 
(5）有価証券届出書（第三者割当増資）及び添付書類
　　平成28年６月22日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成28年６月27日
 
株式会社　関門海
 
 取締役会　御中  
 

 監 査 法 人 や ま ぶ き  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西　岡 朋　晃　 印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 若　林 準之助　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社関門海の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社関門海及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成28年６月22日開催の取締役会において、第三者割当

による新株式及び新株予約権（有償ストック・オプション）の発行を決議した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社関門海の平成28年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社関門海が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

平成28年６月27日
 
株式会社　関門海
 
 取締役会　御中  
 

 監 査 法 人 や ま ぶ き  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西　岡 朋　晃　 印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 若　林 準之助　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社関門海の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

関門海の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成28年６月22日開催の取締役会において、第三者割当

による新株式及び新株予約権（有償ストック・オプション）の発行を決議した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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